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計画の目的                                     

  

この計画は、障がいのある方が、住み慣れた地域で安心と生きがいをもって暮らすことので

きる“共に生きる”地域社会づくりを目指し、自立した地域生活の支援や、就労支援を含めた

社会参加機会の充実、権利擁護の推進など、「北海道障がい者条例（※１）」等に基づく本町の

障がい者福祉施策の展開を明らかにするとともに、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（通称：障害者総合支援法）」及び「児童福祉法」に基づく各福祉サー

ビスの提供体制の確保・充実を図るために策定するものです。 

 

※１ 北海道障がい者条例の概要（３つの柱） 

   「障がいのある人が当たり前に暮らせる地域は、誰にとっても暮らしやすい地域である。」 

    という考え方のもと、道民とともに地域づくりを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連制度等の変遷                                           

  

本町では、平成14（2002）年12月に「第１次栗山町障がい者福祉計画」策定して以来、今日

まで４期（計16年）にわたる計画を策定し、障がいのある方が、住み慣れた地域で安心と生き

がいをもって暮らすことのできる“共に生きる” 地域社会づくりを目指し、様々な施策・事

業を展開してきました。 

その間、障がい者福祉に関する法制度は大きな転換期を迎え、平成15（2003）年４月には、

従来の「措置制度」から「支援費制度」へと変わり、障がい者の自己決定に基づくサービスの

利用が可能となり、平成18（2006）年４月には「障害者自立支援法」が施行され、障がいの種

別にかかわらずサービスを利用するための仕組みが一元化され、契約に基づく福祉サービスの

※『障害』と『障がい』の表記について 

本計画では、『害』という漢字のイメージが不快感を与えることに配慮し、法律、団体名、固有 

名詞等を除き、可能な限り『障がい』という表記を用いています。 

 

第１章 計画の基本的考え方 

１  

①障がい者の暮らし 

やすい地域づくり 
 

・相談支援体制の充実 

・必要な支援につなぐ 

 ネットワーク など 

②地域で生き生きと 

暮らせるよう、働く 

障がい者を応援 
 

・福祉的就労への支援 

・一般就労の推進 など 

③障がい者の権利擁護   

 の推進 
 

・虐待や差別の禁止 

・合理的配慮の提供 

 など 

 

２  
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利用が一層促進されるとともに、障がいの状態を示す全国共通の尺度として「障害程度区分」

が導入され、支給決定のプロセスの明確化・透明化が図られました。同時に、各市町村ごとに、

各年度に必要な福祉サービスの支給見込量と、それを確保するための方策を定める「障がい福

祉計画」の策定が義務付けられました。 

さらに、平成25（2013）年４月には、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（通称：障害者総合支援法）」が施行され、従来の身体障がい者、知的障がい者、

精神障がい者（発達障がい者を含む）に加え、一定の難病患者（平成29年度現在： 358疾病）

が支援対象として拡大されたほか、障がい者の高齢化・重度化等に対応する居住・訪問サービ

スの充実や、地域生活支援事業の追加など、制度の谷間のない支援の提供や、個々のニーズに

基づいた地域生活支援体系の整備が進められています。 

なお、この間、障がい者の権利擁護の推進も図られ、平成24（2012）年10月の、「障害者虐

待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（通称：障害者虐待防止法）」の施行

に続き、平成28（2016）年４月には、国連の「障害者の権利に関する条約」の批准に係る法整

備の一環として、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（通称：障害者差別解消

法）」が施行されました。 

 

【近年の主な制度整備の動向】 

年 次 国・道の制度 主な内容 

平成18（2006）年４月 障害者自立支援法の施行 

障がい種別ごとに異なっていたサー

ビス体系の一元化や、障害程度区分、

サービス量に応じた利用者負担の仕

組みが導入された。 

平成22（2010）年４月 北海道障がい者条例の施行 

・障がい者の暮らしやすい地域づくり 

・障がい者の就労支援の充実 

・障がい者の権利擁護の推進 

を３つの柱とし、共生社会の実現を目

指す条例が施行された。 

平成23（2011）年８月 障害者基本法の改正 

地域社会における共生の実現、雇用の

促進、障がい者への合理的配慮の提供

などの方向性が示された。 

平成24（2012）年４月 児童福祉法の改正 

児童通所支援の実施主体を市町村と

し、児童発達支援、放課後等デイサー

ビスなどのサービスが創設された。 

平成24（2012）年10月 

障害者虐待の防止、障害者の養

護者に対する支援等に関する法

律（障害者虐待防止法）の施行 

障がい者虐待の定義を①身体的虐待、

②放棄・放置、③心理的虐待、④性的

虐待、⑤経済的虐待の５つとし、早期

発見の努力義務と、通報義務などが定

められた。 
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年次 国・道の制度 主な内容 

平成25（2013）年４月 障害者総合支援法の施行 

障がい福祉サービスの対象に難病患

者が含まれる。居住・訪問サービスの

充実や地域生活支援事業体系の整備

が進められた。 

平成28（2016) 年４月 

障害を理由とする差別の解消

の推進に関する法律（障害者

差別解消法）の施行 

障がいを理由とする不当な差別的な

取り扱いの禁止と、障がい特性に応じ

た合理的配慮の提供が定められた。 

障害者雇用促進法の改正 

雇用分野における、合理的配慮の提供

義務を定めるとともに、精神障がい者

を法定雇用率の算定基礎に加えた。 

平成28（2016）年５月 成年後見制度利用促進法の施行 

知的障がいその他の精神上の障がい

のある方の成年後見制度利用を促進

するための方針が定められた。 

平成30（2018）年４月 
障害者総合支援法及び児童福祉

法の改正（予定） 

障がい者の「生活」と「就労」に係る

支援を充実するためのサービス新設、

障がい児支援の拡充が進められる。 

 
 
 

計画の位置付け・期間                                      

 

この計画は、次の各法律に基づく施策・事業を総合的に推進する観点から、一体的に策定

するものであり、本町の最上位計画である「栗山町第６次総合計画」における、障がい者福

祉分野の部門計画として、町の福祉政策との整合性を確保するとともに、高齢者福祉や児童

福祉、保健分野等の諸計画との整合性にも留意しながら策定するものです。 

 

計画名称 根拠法令（※２） 計画期間 

第５次 栗山町障がい者福祉計画 
障害者基本法第１１条第３項 

（市町村障害者基本計画） 

６年 
（平成30～35年） 

※中間年に見直し 

第５次 栗山町障がい福祉計画 
障害者総合支援法第８８条 

（市町村障害福祉計画） 

３年 
（平成30～32年） 

第１次 栗山町障がい児福祉計画 
児童福祉法第３３条の２０ 

（市町村障害児福祉計画） 

３年 
（平成30～32年） 

 

３  

 

一
体
的
な
策
定 
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計画期間は、中長期的な視点に立った施策・事業を推進する観点から、「障害者基本法」に

基づく基本計画である「第５次栗山町障がい者福祉計画」については６年とし、中間年（平

成 32 年度）に国の制度改正等の動向を踏まえて見直しを行うこととします。 

「第５次栗山町障がい福祉計画」及び「第１次栗山町障がい児福祉計画」については、従

来の計画と同様に３年間を期間として策定するものです。 

また、計画の進捗管理（取組状況の検証）については、栗山町障がい者自立支援協議会に

おいて毎年度、一回実施するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 根拠法令の抜粋（引用文は原文通りの表記） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者総合支援法第８８条（市町村障害福祉計画）  

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づく業務

の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものとする。 

障害者基本法第１１条第３項（障害者基本計画等）  

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町村における 

障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「市

町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

児童福祉法第３３条の２０（市町村障害児福祉計画）  

市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その他障害

児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害児福祉計画」という。）

を定めるものとする。 

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

障がい者福祉計画

（障がい福祉施策の基本計画）

障がい児福祉計画

（障がい児通所支援の実施計画）

第１次

（３年間）
（第２次）

計画名
計画期間【年度】

第４次
第５次

（３年間）

第２次 第３次 第４次 第５次（６年間）

（第６次）

H 14～

   第１次

第１次

第２次

障がい福祉計画

（障がい福祉サービスの実施計画）
第３次
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栗山町の人口推計                                           

  

栗山町の人口は、平成29年10月１日現在で、12,098人となっており、本計画期間の最終年で

ある平成35年には、約1,000人減の11,113人となる見込みです。平成32年には、高齢化率が40％

を超える見込みとなりますが、平成33年度以降には、これまで増加してきた65歳以上の人口も

減少に転じるなど、本格的な人口減少の段階に入ることが予測されます。 

 

年齢階層別人口推計（国立社会保障･人口問題研究所公表データを活用し推計）   ※各 10月 1日現在 

 
年少人口 

（0～14 歳） 

生産人口 

（15～64 歳） 

老年人口 

（65 歳～） 
総 数 高齢化率 

平成 29 年 1,206 6,264 4,628 12,098 38.3％ 

平成 30 年 1,161 6,208 4,626 11,995 38.6％ 

平成 31 年 1,117 6,060 4,649 11,826 39.3％ 

平成 32 年 1,073 5,911 4,673 11,657 40.1％ 

平成 33 年 1,043 5,797 4,636 11,476 40.4％ 

平成 34 年 1,012 5,683 4,599 11,294 40.7％ 

平成 35 年 982 5,569 4,562 11,113 41.1％ 

 

10.0% 9.7% 9.4% 9.2% 9.1% 9.0% 8.8%

51.8% 51.8% 51.2% 50.7% 50.5% 50.3% 50.1%

38.3% 38.6% 39.3% 40.1% 40.4% 40.7% 41.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年 平成35年

年少人口（0～14歳） 生産人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

 

 

 

 

第２章 栗山町の障がい者の現状 

１  
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身体障がい者の現状                                           

  

身体障害者手帳が交付されている人数は、平成 29 年 12 月末現在で、732 人となっており、 

平成 24 年度末から 69 人、約 8.6％の減少となっています。障がい別では、肢体不自由が最も

多くを占めますが、死亡などの要因により減少傾向にあります。その他の障がいも人口減少と

比例して減少している状況ですが、内部障がい（心臓機能障がい、腎臓機能障がい等）につい

ては、過去から見ると微増の傾向となっています。 

 

   身体障がい者数の推移(級別)                 (各年度末現在、単位：人) 

 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 総 数 

平成 24 年度 ２１０ ９８ １２８ ２３２ ６１ ７２ ８０１ 

平成 25 年度 ２１７ ９０ １３２ ２４４ ６２ ６７ ８１２ 

平成 26 年度  ２１５ ８７ １２５ ２３８ ７１ ６２ ７９８ 

平成 27 年度 ２２１ ８４ １１８ ２３４ ７１ ５７ ７８５ 

平成 28 年度 ２１１ ８２ １１３ ２２３ ６８ ５４ ７５１ 

平成 29 年度(12 月末) ２０７ ７５ １１２ ２２２ ６５ ５１ ７３２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  身体障がい者数の推移(障がい別)               (各年度末現在、単位：人) 

 肢体不自由 内部障がい 
聴覚・平衡 

機能障がい 
視覚障がい 

音声・言語 

機能障がい 
総 数 

平成 24 年度 ４９２ １８６ ６５ ５２ ６ ８０１ 

平成 25 年度 ４９６ １９７ ６１ ５２ ６ ８１２ 

平成 26 年度 ４９１ １９１ ５７ ５２ ７ ７９８ 

平成 27 年度 ４８３ ２００ ４９ ４６ ７ ７８５ 

平成 28 年度 ４６２ １９７ ４３ ４３ ６ ７５１ 

平成 29 年度(12 月末) ４４０ ２０４ ４３ ３９ ６ ７３２ 

  

２  

210 217 215 221 211 207

98 90 87 84 82 75

128 132 125 118 113 112

232 244 238 234 223 222

61 62 71 71
68 65

72 67 62 57
54 51

0
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２級

１級
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年齢階層別にみると、平成 29 年 12 月末現在で 65 歳以上が 589 人となっており、全体の

80.5％を占めています。また、75 歳以上の占める割合が 55.6％と増加傾向にあることから 

  人口構造と同様に高齢化が進んでいる現状にあります。 

 

  身体障がい者の現況(年齢階層別)           (平成 29年 12 月末現在、単位：人) 

 
肢体 

不自由 

内部 

障がい 

聴覚・平衡 

機能障がい 

視覚 

障がい 

音声・言語 

機能障がい 
総 数 割 合 

18 未満 ５ ２ １ ０ ０ ８ 1.1％ 

18 歳以上 
40 歳未満 

１１ ６ ２ ４ ０ ２３ 3.1％ 

40 歳以上 
65 歳未満 

７１ ３１ ３ ６ １ １１２ 15.3％ 

65 歳以上 ３５３ １６５ ３７ ２９ ５ ５８９ 80.5％ 

総 数 ４４０ ２０４ ４３ ３９ ６ ７３２  

 

参考：75 歳以上 ２３３ １１９ ３２ ２０ ３ ４０７ 55.6％ 
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知的障がい者の現状                                           

  

  療育手帳が交付されている方は、平成 29年 12 月末現在で 174 人となっており、過去５年

間で見ると横ばい傾向ですが、町の人口減少の状況を踏まえると、微増の傾向にあるとも言

えます。 
  

  知的障がい者数の推移(判定別)      (各年度末現在、単位：人) 

 Ａ判定 Ｂ判定 総 数 

平成 24 年度 ６１ １１５ １７６ 

平成 25 年度 ６５ １０７ １７２ 

平成 26 年度 ６４ １１０ １７４ 

平成 27 年度 ６３ １１２ １７５ 

平成 28 年度 ６４ １１３ １７７ 

平成 29 年度(12 月末) ６３ １１１ １７４ 

 

  年齢階層別にみると、平成 29 年 12 月末現在において、40 歳以上 65 歳未満が 79 人と全

体の 45.4％、次いで 18 歳以上 40 歳未満が 43 人と全体の 24.7％を占めています。３年前

との比較で見ると、徐々に高齢化が進んでいる状況と言えます。 

 

知的障がい者の現況(年齢階層別)      （各年１２月末現在、単位：人） 

 
Ａ判定 Ｂ判定 総 数 

H２６ H２９ H２６ H２９ H２６ H２９ 

18 歳未満 ７ ９  ２１ ２０  
２８ 

(16.1％) 
２９  

(16.7％) 

18 歳以上 
40 歳未満 

１６  １０ ３９ ３３  
５５ 

(31.6％) 
４３  

(24.7％) 

40 歳以上 
65 歳未満 

３４  ３３ ３７ ４６  
７１ 

(40.8％) 
７９  

(45.4％) 

65 歳以上 ８  １１ １２ １２  
２０ 

(11.5％) 
２３  

(13.2％) 

総 数 ６５  ６３  １０９ １１１  １７４ １７４  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  

16.1%

16.7%

31.6%

24.7%

40.8%

45.4%

11.5%

13.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

26年12月

29年12月

18歳未満 18歳以上40歳未満 40歳以上65歳未満 65歳以上
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精神障がい者の現状                                           

  

  精神障害者保健福祉手帳が交付されている方は、平成 29 年 12 月末現在で、51 人となって

おり、新規の交付申請が増えない状況の中で、町外事業所の居住系サービス利用による転出

等により微減の状況です。 

  一方で、公費負担医療制度である、障害者自立支援医療（精神通院）の受給者については、

年々増加の傾向にあり、平成 29 年 12 月現在で 198 人となっています。 

 

精神障がい者数の推移(障がい別)             (各年度末現在、単位：人) 

 
精神障害者保健福祉手帳 障害者自立支援医療 

（精神通院） １ 級 ２ 級 ３ 級 総 数 

平成 24 年度 ９ ２６ １４ ４９ １８４ 

平成 25 年度 ８ ３５ １１ ５４ １８４ 

平成 26 年度 ９ ３５ １０ ５４ １８６ 

平成 27 年度 ９ ３４ １１ ５４ １９０ 

平成 28 年度 ８ ３３ １０ ５１ １９５ 

平成 29 年度(12 月末) ７ ３４ １０ ５１ １９８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  
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難病（特定疾患）患者の現状                                           

  

平成 27 年１月より、国が指定する特定疾患医療受給者証の対象が拡大されてきていること

もあり、交付者数は年々増加の傾向にあります。 
 

１）国指定疾患（受給者証交付者数）  (各年度末現在、単位：人)

告示
番号

疾病名 平成26年度 平成27年度 平成28年度

1 球脊髄性筋萎縮症 1 1 1
2 筋萎縮性側索硬化症 1 1 2
5 進行性核上性麻痺 1 1
6 パーキンソン病 20 22 24

11 重症筋無力症 2 4 4
13 多発性硬化症/視神経脊髄炎 2 2 2
17 多系統萎縮症 4 5 6
18 脊髄小脳変性症(多系統萎縮症を除く。) 1 1 1
22 もやもや病 2 2 3
28 全身性アミロイドーシス 1 2 2
34 神経線維腫症 1 1
35 天疱瘡 1 1
37 膿胞性乾癬（汎発型） 1 1 1
43 顕微鏡的多発血管炎 1 1 1
46 悪性関節リウマチ 1 1
47 バージャー病 2 2 2
49 全身性エリテマトーデス 8 7 7
50 皮膚筋炎/多発性筋炎 2 2 3
51 全身性強皮症 2 2 2
52 混合性結合組織病 1 1 1
53 シェーグレン症候群 18 15
56 ベーチェット病 5 6 6
57 特発性拡張型心筋症 2 2 2
58 肥大型心筋症 3 3 3
60 再生不良性貧血 5 5 5
63 特発性血小板減少性紫斑病 4 5 5
65 原発性免疫不全症候群 1 1 1
66 IgA腎症 1 1
67 多発性嚢胞腎 1 2
69 後縦靱帯骨化症 9 10 10
71 特発性大腿骨頭壊死症 4 4 4
77 下垂体性成長ホルモン分泌亢進症 1 1 1
84 サルコイドーシス 3 4 4
85 特発性間質性肺炎 1 1 1
90 網膜色素変性症 7 6 6
93 原発性胆汁性肝硬変 3 3 3
95 自己免疫性肝炎 1 1
96 クローン病 5 4 4
97 潰瘍性大腸炎 15 15 14

157 スタージ・ウェーバー症候群 1
222 一次性ネフローゼ症候群 2
229 肺胞蛋白症（自己免疫性又は先天性） 1 1
238 ビタミンD抵抗性くる病／骨軟化症 1

123 151 156合　計　  

５  
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２）道指定疾患（受給者証交付者数）  (各年度末現在、単位：人)

疾病
番号

疾病名 平成26年度 平成27年度 平成28年度

801 シェーグレン症候群(道) 24 5 7
805 自己免疫性肝炎(道) 3 3 3
806 突発性難聴 7 4 5
808 難治性肝炎 1 1 1
810 特発性間質性肺炎（特例） 2 1 2

37 14 18合　計　  
 

３）ウイルス性肝炎進行防止対策・橋本病重症患者対策医療受給者証　交付数

 (各年度末現在、単位：人)

疾病名 平成26年度 平成27年度 平成28年度
ウイルス性肝炎 14 16 16
橋本病

合　計 14 16 16  

 

４）ウイルス性肝炎進行防止対策（肝炎治療特別促進事業）受給者証　交付数

 (各年度末現在、単位：人)

疾病名 平成26年度 平成27年度 平成28年度
B型慢性肝炎（核酸アナログ療法） 19 26 22
B型慢性肝炎 13 6
C型慢性肝炎 8
C型代償性肝硬変 2 1

合　計 27 41 29  

 

 

障害支援区分認定の現状                                           

  

障害支援区分の認定状況から、身体・知的の障がい程度が重度化している傾向が見られる

とともに、精神障がい者（発達障がい含む）のサービス利用が増加してきています。また、

本町においては、これまで難病患者の方の障がい福祉サービス利用はありません。 

 

障害支援区分認定の状況(主障がい別)                （各年３月 31日現在） 

 
区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 

H26 H29 H26 H29 H26 H29 H26 H29 H26 H29 H26 H29 

身 体 ０ １ ２ ３ ４ ３ ３ ２ ２ １ ３ ５ 

知 的 １０ ３ １５ １６ ２０ １４ １８ １７ １４ １６ １０ ２０ 

精 神 １ １ ８ １４ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

難 病 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

総 数 １１ ５ ２５ ３３ ２５ １８ ２１ １９ １６ １７ １３ ２５ 

６  
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計画の基本理念                                           
  

  “共に生きる”地域社会づくり  
 

「北海道障がい者条例」の理念である「 障がいのある人が当たり前に暮らせる地域は、 

誰にとっても暮らしやすい地域である」という考え方を尊重し、障がいの有無にかかわら 

ず、誰もが住みなれた地域で、互いの人格や個性を尊重し合い、共に支え合い、生きがい 

を持って暮らせる地域社会の実現（＝“共に生きる”地域社会づくり）を目指し、次に掲 

げる施策の柱に基づく取組を進めます。 

 

               

 

 

 
 

施策推進の基本目標                                           
  

１ 地域支援体制の充実 

          総合的・専門的な相談支援体制の充実や、地域福祉の担い手育成を進める 

など、障がい者が安心して地域で暮らせる支援体制づくりを進めます。 

２ 自立と社会参加の推進 

      障がい者が地域で生き生きと暮らせるよう、就労支援体制の充実や、福祉 

事業所の活動支援など、自立と社会参加に向けた取組を推進します。 

     ３  共生の地域社会づくり 

障がい者の権利擁護の推進や、障がいへの理解・配慮など、町民のこころ 

を育む取組を推進します。また、居住環境や日常生活における支援サービ 

スの充実など、暮らしの基盤づくりを進めます。 

４ 療育・教育の充実 

   早期療育に向けた見守り・相談支援体制や、療育支援体制の充実を図る 

など、全ての子どもが自分らしく成長できる環境づくりを進めます。 

５ 障がい福祉サービス等の着実な展開 

      相談支援体制の充実や、指定サービス事業所の体制整備を支援するなど、 

各種法定サービスの着実な展開を推進します。 

 

①地域支援体制の充実     ②自立と社会参加の推進 

③共生の地域社会づくり    ④療育・教育の充実 

⑤障がい福祉サービス等の着実な展開 

第３章 計画推進の理念・目標 

１  

２  

施
策
の
柱 
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計画の施策体系                                           

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“共 に生きる ” 地 域社会づくり  
 

３  

 

(1) 相談支援体制の充実 

(2) 担い手（人材）の育成・支援 

(3) 関係団体の活動支援と連携強化 

１ 地域支援体制の充実 
 

(1) 就労支援体制の充実 

(2) 福祉的就労の底上げ支援 

(3) 社会参加機会の提供 

２ 自立と社会参加の推進 

 

(1) 町民理解の促進 

(2) 権利擁護と意思決定支援 

(3) 住環境・日常生活支援の充実 

(4) 安全・安心の環境づくり 

(5) 適切な保健・医療の提供 

(6) 情報バリアフリーの推進 

３ 共生の地域社会づくり 
 

(1) 見守り・相談支援体制の充実 

(2) 療育支援体制の充実 

(3) 学齢期の教育支援体制の充実 

４ 療育・教育の充実 

第４章 障がい者福祉施策の展開【障がい者福祉計画】  

第５章 障がい福祉サービス等の展開【障がい福祉計画】  

(1) 訪問系サービス (2) 居住系サービス (3) 日中活動系サービス 

(4) 相談支援 （計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援） 

１ 指定障がい福祉サービス（成果指標と供給見込み量） 

(1) 必須事業（理解促進・啓発、移動支援、日常生活用具給付 など） 

(2) 任意事業（日中一時支援、展示・声の広報等発行 など） 

２ 地域生活支援事業（成果指標と供給見込み量） 

第６章 児童通所サービスの展開【障がい児福祉計画】  

(1) 児童発達支援 (2) 放課後等デイサービス (3) 保育所等訪問支援 

(4) 医療型児童発達支援 (5) 障害児相談支援 

障がい児通所支援事業（成果指標と供給見込み量） 
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※表中の福祉基金助成事業は「栗山町ふるさと福祉基金」の助成対象事業です。 

 

地域支援体制の充実                                           

 

（１）相談支援体制の充実  

【施策課題】 

○ 一人ひとりのニーズ・課題に的確に対応できる、総合的・専門的な相談支援体制の整備 

○ 身近な地域で、より安心して相談ができる体制の整備 

【主な取組】  
  

新規 岩見沢市を拠点とした「広域 

基幹相談支援センター」の設置 

岩見沢市を拠点とする総合的・専門的な相談支援機関

（地域生活支援拠点）を設置し、圏域内外の事業所情報

の一元的な把握や、地域への移行・定着の積極的な支援

などを推進します。 

新規 町内における指定相談支援 

事業所の設置助成 

身近な町内における安定的な相談窓口を確保するため、

民間事業所による「指定相談支援事業所」の立ち上げを

積極的に支援（助成）します。   福祉基金助成事業 

町（役場）窓口における一般相談 

支援の充実 

社会福祉士、保健師、精神保健福祉士、障がい者相談員

（身体・知的）等との連携により、きめ細やかな“一般

（よろず）相談”窓口の機能充実を図ります。 

新規 ピアサポート・相談会事業 
精神障がい者家族会よつば会と連携し、当事者・家族相

互の情報交換や相談会等の取組を推進します。 

 
 

（２）担い手（人材）の育成・支援  

【施策課題】 

○ 事業所職員や相談支援従事者等の知識や専門性を高める研修機会の提供 

○ 地域福祉・ボランティア活動を支える担い手の減少・高齢化への対応 

【主な取組】  
  

新規 サービス・相談支援従事者 

向け研修の実施 

「広域基幹相談支援センター」との連携により、各種制

度情報の提供や、ケース検討学習の実施など、各事業所

の効果的な支援に必要な研修機会を提供します。 

新規 地域のボランティア活動を 

支える担い手の育成 

・「くりやま手話の会」と連携し、手話奉仕員養成研修 

を実施します。 

・「リーディングサービスとらいあんぐる」と連携し、

音訳ボランティア養成講座を実施します。 

第４章 障がい者福祉施策の展開 

１  
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（３）関係団体の活動支援と連携強化  

【施策課題】 

○ 障がい者福祉関係団体等による自発的な地域福祉・ボランティア活動の支援 

○ 関係団体・福祉事業所・行政機関等のネットワーク強化による地域課題把握と施策反映 

【主な取組】  
  

新規 障がい者福祉団体等の体制 

強化・自発的活動を支援（助成） 

・関係団体による地域福祉・ボランティア活動の実施に

必要な設備・備品等の整備を支援（助成）します。 

・町民が参加できる研修会開催等、関係団体による自発 

的な取組を支援（助成）します。 福祉基金助成事業 

障がい者福祉団体の活動周知 
町広報等を通じた活動情報の情報発信と、福祉制度ガイ 

ドブックへの団体情報の掲載を進めます。 

栗山町障がい者自立支援協議会の 

運営（ネットワーク強化） 

広域基幹相談支援センターや、空知地域づくりコーディ

ネーター（道事業）と連携し、関係者のネットワーク強

化による地域課題の把握、施策反映等を推進します。 

 

 

自立と社会参加の推進                                           

 

（１）就労支援体制の充実  

【施策課題】 

○ 関係機関による就労支援ネットワークの充実と一般就労・職場定着の推進 

○ 障がい特性に応じ、適切な就労支援サービスを利用できる環境づくり 

【主な取組】  
  

就労相談・支援体制の充実 

空知障がい者就業・生活支援センター「ひびき」や各相

談支援事業所等と連携した、就労相談・職場体験・就労

定着支援等の体制強化を図ります。 

新規 就労支援ガイドの作成 

就労支援事業所（作業内容・製品情報等）や、障がい者 

雇用制度等の情報を掲載したガイドブック（情報誌）を 

作成し、障がい特性に応じた適切な情報提供を行います。 

新規 精神障がい者等の事業所 

通所に係る交通費助成 

公共交通機関の割引制度の適用が受けられない精神障 

がい者等が、就労支援事業所へ通所する際の交通費の 

一部を助成します。 

 

 

 

２  
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（２）福祉的就労の底上げ支援  

【施策課題】 

○ 障がい者の経済的な自立を支援するため、就労支援事業所による収益性の確保や、販路 

  拡大等による工賃水準向上のための取組を促進 

【主な取組】  
  

障がい者就労支援事業所からの 

役務・物品等の優先調達の推進 

町予算編成に併せて関係課所に周知・呼びかけを行うな

ど、就労支援事業所の製品利用や事務事業の委託など、

役務・物品等の優先調達の推進に努めます。 

新規 障がい者就労支援事業所に

よる収益体制確保や工賃水準の向

上のための取組を支援（助成） 

・収益性確保に必要な設備・備品の整備を支援（助成）

します。 

・商品開発や、販路拡大、ブランド力向上などの新規 

事業展開を支援（助成）します。 福祉基金助成事業 

就労支援事業所における事業内容 

や製品情報等の積極的な周知 

事業所ガイドブック等を活用し、広く町民への情報提供 

を行うとともに、商工業団体等への情報提供により民間

相互の連携構築の促進を図ります。 

 

 

（３）社会参加機会の提供  

【施策課題】 

○ 障がいの有無にかかわらず、広く町民が交流できる機会の創出 

○ スポーツ・地域活動に参加できる機会づくり 

【主な取組】  
  

「ふれあいレクリエーション」 

事業の実施 

栗山町自立支援連絡協議会が実施する、障がい者関係団

体・事業所の交流機会「ふれあいレクリエーション」 

事業を支援します。（バス借上料相当の助成） 

「ふれあい広場くりやま」開催への 

支援・協力 

ボランティア団体等と連携し、全町的な福祉イベント

「ふれあい広場くりやま」開催に必要な協力・支援を 

行います（手話通訳者の派遣等）。 

障がい者スポーツの推進 

栗山町身体障害者福祉協会と連携し、障がい者スポーツ

の体験機会の提供や、各種スポーツ大会への参加促進な

ど、障がい者スポーツの推進を図ります。 

地域活動支援センター事業 

北海道社会福祉事業団福祉村と連携し、就労が困難な 

障がい者に対し、日中活動機会の提供や、身体機能の 

維持のための機能訓練の機会などを提供します。 

 

 



- 17 - 

 

共生の地域社会づくり                                           

 

（１）町民理解の促進  

【施策課題】 

○ 障がい者に対する誤解や偏見など社会的障壁の解消のため、多様な障がいに対する町民 

理解を高める機会の充実 

○ 障がい者就労事業所等の取組の町民周知（町民理解の促進） 

【主な取組】  
  

幼児・学校教育等と連携した福祉 

体験・教育機会の充実 

障がい福祉事業所への訪問や交流事業、障がい者への合

理的配慮の提供など、子どもたちの発達段階にに応じた

福祉体験・教育を推進します。   福祉基金助成事業 

町広報等を活用した継続的な町民 

啓発の実施 

各障がいに対する基本的な理解、障がい者を取り巻く環 

境や地域生活の現状、各事業所における活動状況の報告 

など、町広報等を通じて継続的な町民啓発を行います。 

新規 障がい者福祉団体等の自発 

的活動を支援（助成） 

広く町民が参加可能な研修会開催や啓発活動等、関係団 

体による取組を支援（助成）します。福祉基金助成事業 

 

 

（２）権利擁護と意思決定支援  

【施策課題】 

○ 障がい者に対する虐待の予防や養護者への支援 

○ 障がい者に対する差別の解消と合理的配慮の提供（障がい者差別解消法の啓発） 

○ 日常生活等における判断能力に課題を抱える障がい者による成年後見制度等の利用促進 

【主な取組】  
  

権利擁護研修会の開催 
町地域包括支援センターや広域基幹相談支援センター

と連携し、権利擁護に関する研修会を開催します。 

差別解消・合理的配慮の提供に向け 

た周知・啓発 

・町広報等を通じて、障がい者への差別・偏見の実態 

 や合理的配慮の提供等に関する周知を行います。 

・町職員の窓口等における合理的配慮の着実な提供を 

推進します（町職員対応マニュアルの活用）。 

成年後見制度等の利用促進 

・権利擁護研修会等の機会を通じて、制度の周知徹底を

図るとともに、家庭裁判所への申立に係わる助言や、

書類作成等に係る支援を行います。 

・高齢者福祉分野と連携し、法人後見・市民後見人の 

 育成を進めます。 

３  
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（３）住環境・日常生活支援の充実  

【施策課題】 

○ 障がい者の重度化・高齢化等に対応できる住環境づくり 

○ 障がい者の地域での暮らしを支える生活支援サービスの充実（車両移送支援の充実等） 

【主な取組】  
  

新規 民間事業所によるグループ 

ホーム等の環境改善を支援（助成） 

障がい者の重度化・高齢化への対応（バリアフリー改修） 

など、民間事業所による住環境向上の取組を支援（助成） 

します。              福祉基金助成事業 

町営住宅の利用に係わる配慮 
障がい者や高齢者の身体の状況に応じて、バリアフリー 

対応の町営住宅の利用など、可能な配慮を行います。 

新規 移動支援事業の充実 

（社会参加の足の確保） 

高齢者福祉分野と連携し、福祉有償運送や送迎ボランテ 

ィアの仕組みなど、障がい児（者）に対する車両移送支 

援の充実に向けた検討を進め、民間事業所による事業実 

施を支援（助成）します。      福祉基金助成事業 

日常生活用具給付事業 

・日常生活に要する用具の給付（品目の随時見直し）。 

・日常生活用具給付における住宅改修助成により、在宅

生活におけるバリアー解消を支援します。 

障がい者除雪サービスの実施 
障がい者の冬期の生活を支援します。 

（対象要件の見直し等、制度の改善を図ります。） 

日中一時支援事業 
在宅で障がい者を支える介護者の就労支援や一時的な 

休息等の確保のため、日中一時支援事業を実施します。 

福祉ハイヤー利用料金助成 

下肢・体幹機能・視覚障がい１級又は２級、重度の知的 

障がい者、町内で人工透析療法を受けている腎臓機能障 

がいの方を対象に、ハイヤーチケットを助成します。 

（年間２４枚×５５０円）。 

 

 

（４）安全・安心の環境づくり  

【施策課題】 

○ 疾病や災害等の緊急時に迅速に対応できる支援体制と、平常時の見守り支援体制の充実 

【主な取組】  
  

日常生活用具給付事業（再掲） 
聴覚障がい者を対象に、自動消火器・火災警報器等を 

給付します。 

緊急通報装置の設置促進 
急病時等に、総合警備保障会社 ALSOK に直接連絡が可能

な緊急通報装置の設置を促進します。 



- 19 - 

 

避難行動要支援者名簿の整備 

避難行動要支援者の名簿登録と、避難支援関係者（民生

委員・児童委員等）への情報提供により、日常的な見守

り支援活動の充実を図ります。 

電話サービスの実施 

（栗山町社会福祉協議会事業） 

障がいのある方に対して、電話サービス事業による定期

的な安否確認・声かけ支援を行います。 

 

 

（５）適切な保健・医療の提供  

【施策課題】 

○ 障がいの原因となる疾病の予防・早期発見・治療の促進 

○ 特定疾患患者等の治療に係わる世帯の経済的負担の軽減 

○ 精神障がいにも対応した保健・医療・福祉関係者のネットワークづくり 

【主な取組】  
  

健診体制の充実 
生活習慣病予防のための特定健診等の受診率向上によ 

り、障がいの原因となる疾病予防を推進します。 

健康相談・保健指導の充実 
定例の各種健康相談・保健指導の充実、適切な受診勧奨

等により、心身の健康づくりを推進します。 

特定疾患患者等通院費助成 

特定疾患等の治療のため、本人及び介護者の通院に要す

る交通費の一部を助成します。 

（助成額は公共交通機関換算の１／２） 

 

 

（６）情報バリアフリーの推進  

【施策課題】 

○ 情報通信機器の活用等による障がい者の情報格差の解消 

○ 情報提供手段の充実とコミュニケーション支援 

【主な取組】  
  

拡大読書器・助聴器の整備および 

音声再生器の貸出 

・役場の各課窓口と主要公共施設に拡大読書器と助聴器

を設置し、障がい者に配慮した窓口対応を行います。 

・日常生活用具の対象とならない視覚障がい者等に音声

再生器の貸出を行います。 

「声の広報」発行事業 

栗山リーディングサービス「とらいあんぐる」が主体と

なり、「声の広報」（町広報・議会だより）を発行し、視

覚障がい者への行政情報の提供を行います。 

手話通訳者派遣事業 

北海道ろうあ連盟と連携（事業委託）し、聴覚障がい者

に対するコミュニケーション支援（手話通訳者の派遣）

を行います。 
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療育・教育の充実                                           

 

（１）見守り・相談支援体制の充実  

【施策課題】 

○ 環境条件に影響する障がいの予防のため、妊娠期からの保健指導を推進 

○ 障がいのある子どもの早期発見から早期療育、学齢期への円滑な移行などが適切に行え 

るよう、関係機関の連携による相談支援体制を充実 

【主な取組】  
  

母親教室等による母子保健の推進 

母親教室や家庭訪問等を通じて、妊娠期からの健康づく

りの啓発と、子どもの健康・発達に関する保護者等の理

解促進を図ります。 

乳幼児健診事業や子育て支援事業 

等と連携した早期療育支援の推進 

乳幼児健診等の保健事業との連携や、子育て支援センタ 

ー、民生委員・児童委員等の関係機関と連携し、早期療 

育に向けた発達状況の確認や見守り活動を推進します。 

栗山町子ども相談支援事業 

「栗山町子ども発達サポートセンター」内において、 

発達相談から支援計画の策定、町内外の療育関係機関へ 

のつなぎなど、専門職員による相談支援機能の充実を図 

ります。また「栗っ子ファイル」等を活用した学齢期へ 

の円滑な移行を推進します。 

新規 関係団体による研修・啓発 

活動等の取組を支援（助成） 

栗山町ことばを育てる親の会等の関係団体が行う、保護 

者や支援者を対象とした研修会や、啓発活動等の取組を 

を積極的に支援（助成）します。  福祉基金助成事業 

医療的ケアが必要な児童への支援 

体制の充実 

人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養 

などの医療的ケアが必要な児童への支援体制の整備に向 

けて、関係者による研修・協議の場を設けます。 

 

 

（２）療育支援体制の充実  

【施策課題】 

○ 子ども・子育て支援の充実と、適切な発達支援に向けた支援拠点機能の充実 

○ 町内における児童通所事業所の設置や療育環境の向上 

【主な取組】  
  

栗山町子ども発達サポートセンタ 

ー事業 

発達支援の拠点機能を担い、運動や遊びを通した基本的

生活習慣の指導や、集団生活の適応訓練等の機会を提供

し、子どもの発達を支援します。 

４  
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子育て支援センター事業 

保護者の子育てに対する負担感等の緩和や子ども達の 

健全な成長のため、主に就学前の児童と保護者の遊び・ 

交流活動の場を提供します。また、専任保育士の配置に 

よる、子育て相談や見守り支援活動を行います。 

療育研修会の開催 
保育士・幼稚園教諭等の指導者や保護者を対象とした研 

修機会の充実を図ります。 

栗山町子ども発達・療育支援事業 

（助成対象の見直し・拡大） 

児童通所事業（児童発達支援、放課後等デイサービス事 

業）の利用料や、成長助長のための医療に係わる費用、 

通所・通院に要する交通費の一部を助成します。 

（町内通所：全額助成、町外通所：１／２助成） 

（助成対象となる医療機関の拡大） 

新規 町内における児童通所事業 

所の療育環境向上の取組を支援（助成） 

児童の療育環境の向上を目的に、町内に拠点を設ける 

民間事業所が行う必要な設備・備品の整備や研修事業等 

を支援（助成）します。      福祉基金助成事業 

 

 

（３）学齢期の教育支援体制の充実  

【施策課題】 

○ 配慮が必要な児童への支援体制の強化 

○ 児童生徒による障がいの理解や助け合いの意識の醸成 

【主な取組】  
  

特別支援教育の推進 
小中学校への特別支援教育支援員の配置や、教育関係者

への研修機会の提供など、特別支援教育を推進します。 

学校教育と連携した福祉体験・教育 

機会の充実（再掲） 

障がいに対する基本的な理解の促進、障がい者への合理

的配慮の提供など、子どもたちの発達段階にに応じた福

祉体験・教育を推進します。 

学習支援事業等の推進 

ビバっとそらち（生活困窮者自立支援事業）との連携に 

より訪問型・拠点型の学習支援事業を実施します。また、 

小学生の長期休業期間に地域の高校生・ボランティアの 

協力による学習支援を行います。 

さらに、新たな学習支援・要支援世帯の児童の居場所 

づくり活動の展開に向けた調査検討を行います。 
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指定障がい福祉サービス                                           

 

（１）基本目標（成果目標）  
 

①福祉施設入所者の地域生活への移行 
 
＜国・道の目標＞ 

目標値 
第１～２期 

（Ｈ18～23 年度） 

第３期 

（Ｈ24～26 年度） 

第４期 

（Ｈ27～29 年度） 

第５期 

（H30～H32 年度） 

国の基本方針 １０.０％ ３０.０％ １２.０％ ９．０％ 

道障がい福祉計画 １４.５％ ２５.２％ １２.０％ ３．８％ 

 
＜町の目標＞ 

項  目 目標値 備   考 

入所者数（人） ３２人 平成 29 年３月 31 日の施設入所者数 

目標年度（Ｈ３２）の 

地域生活移行者数（人） 
２人 

平成 29 年３月 31 日の施設入所者数のうち、平成 32

年度末において、９％相当数の方が、施設入所からグ

ループホーム等の地域生活への移行することを基本

として、地域の実情を踏まえて設定する。 

目標年度（Ｈ３２）の 

減少見込み数（人） 
１人 

平成 32 年度末の施設入所者数が、平成 29 年３月 31

日の施設入所者から２％相当減少することを基本と

して、地域の実情を踏まえて設定する。 

 

②福祉就労から一般就労への移行目標 
 
＜国・道の目標＞ 

国の基本方針 各年度ごとに、平成 28年度（１年間）の移行実績の 1.5 倍以上 

道障がい福祉計画 各年度ごとに、平成 28年度（１年間）の移行実績の 1.5 倍（1,343 人） 

 
＜町の目標＞ 

項  目 目標値 備   考 

平成２８年度の一般就労移
行者数（人） 

１人 
平成 28 年度（１年間）において、福祉就労事業所を

退所し、一般就労した方の実績。 

目標年度（Ｈ３２）までの
年間一般就労移行者数 

２人 
平成 28 年度（１年間）の移行実績の 1.5 倍を基本と

して、地域の実情を踏まえて設定する。 

 

第５章 障がい福祉サービス等の展開 

１  
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③就労移行支援事業所の利用者数 
 
＜国・道の目標＞ 

国の基本方針 平成 28 年度（１年間）の利用実績の 1.2 倍以上 

道障がい福祉計画 平成 29 年３月実績利用者（1,727 人）の約 1.2 倍 ＝ 2,072 人 

 
＜町の目標＞ 

項  目 目標値 備   考 

平成２８年度の就労移行支
援事業所利用者数（人） 

２人 平成 28 年度（１年間）の就労移行支援事業利用実績 

目標年度（Ｈ３２）までの
年間事業所利用者数 

３人 
平成 28 年度（１年間）の利用実績の 1.2 倍を基本と

して、地域の実情を踏まえて設定する。 

 

④就労定着支援事業による支援開始１年後の職場定着率 
 
＜国・道の目標＞ 

国の基本方針 平成 30 年度のサービス開始１年後の定着率 80％ 

道障がい福祉計画 平成 30 年度のサービス開始１年後の定着率 80％ 

 
＜町の目標＞ 

項  目 目標値 備   考 

職場定着率 ８０％ 
職場定着支援の利用者の内、１年後に一般就労に定着

する方の割合（目標）を設定する。 

 

⑤地域生活支援拠点の整備 

＜町の目標＞ 

項  目 目標値 備   考 

地域生活支援拠点の整備 
 
拠点コーディネーターの 
配置人数 

設置（整備） 
  
 

１名 

岩見沢市を中核とする「広域基幹相談支援センター」

の設置に併せて拠点コーディネーターを配置し、相談

支援・居住支援・人材育成支援等の機能を持つ、地域

生活支援拠点の整備を進めます。 

  

⑥精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

＜町の目標＞ 

項  目 目標値 備   考 

保健・医療・福祉関係者等
による協議の場の設置 

設置 

精神障がい者が地域の一員として安心して自分らし

い暮らしができるよう、保健・医療・福祉関係者等に

よる協議の場を設置し、当事者を支える地域包括ケア

システムの構築を目指します。 
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（２）サービスの供給見込量  
 

① 訪問系サービス                                           

【利用実績及び見込み】（上段：計画／下段：実績） 
 

サービス名 

第４次計画期間の実績 第５次期間の見込 

27 年度 28 年度 
29 年度 
（見込） 

30 年度 31 年度 32 年度 

居 宅 介 護 

計画 
人/月 １０ １１ １２ １０ １１ １２ 

時間/月 １００ １１０ １２０ ６０ ６５ ７０ 

実績 
人/月 １０ １０ １０    

時間/月 ７０ ５８ ５４    

重度訪問介護 

計画 
人/月 １ １ １ １ １ １ 

時間/月 ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ 

実績 
人/月 ０ ０ ０    

時間/月 ０ ０ ０    

行 動 援 護 

計画 
人/月 １ １ １ １ １ １ 

時間/月 １６ １６ １６ １６ １６ １６ 

実績 
人/月 ０ ０ ０    

時間/月 ０ ０ ０    

同 行 援 護 

計画 
人/月 １ １ １ １ １ １ 

時間/月 １６ １６ １６ １６ １６ １６ 

実績 
人/月 ０ ０ １    

時間/月 ０ ０ １６    

重 度 障 害 者 等 

包 括 支 援 

計画 
人/月 １ １ １ １ １ １ 

時間/月 １２０ １２０ １２０ １２０ １２０ １２０ 

実績 
人/月 ０ ０ ０    

時間/月 ０ ０ ０    

 
【サービス内容】 
 

サービス名 内      容 障害支援区分 

居宅介護 
ホームヘルパーが、自宅を訪問して、入浴・排せつ・食事等の
介護や、調理・洗濯・掃除等の家事支援、生活等に関する相談
や助言など、生活全般にわたる援助を行います。 

区分１以上 
※通院等介助 

区分２以上 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由・知的障がい・精神障がいがあり、常に介護
を必要とする方に対して、ホームヘルパーが自宅を訪問し、入
浴・排せつ・食事等の介護、調理・洗濯・掃除などの家事支援、
生活等に関する相談や助言など、生活全般にわたる援助や外出
時における移動中の介護を総合的に行います。 

区分４以上 
※行動上著しい困難を 

有する障がい者 

行動援護 

行動に著しい困難を有する知的障がいや精神障がいのある方
が、行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、
外出時における移動中の介護、排せつ・食事等の介護のほか、
行動する際に必要な援助を行います。 

区分３以上 

同行援護 
移動に著しい困難を有する視覚障がいのある方が外出する際、
本人に同行し、情報の提供や、移動の援護、排せつ・食事等の
介護など必要な援助を行います。 

区分２以上 

※身体介護が必要の無

い方は区分なし 
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重度障害者等 

包括支援 

常に介護を必要とする方の中でも、特に介護の必要度が高い方
に対して、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生
活介護、短期入所などのサービスを包括的に行います。 

区分６以上 

 

【サービス見込量確保のための方策】 

訪問系サービスは、障がいのある方の地域生活を支える重要なサービスであり、在宅の精神

障がい者をはじめ、徐々にニーズが高まってきています。引き続き、指定事業者との連携によ

り、必要なサービス提供体制の確保に努めるとともに、人材育成支援に努めます。 

 

② 居住系サービス                                 

【利用実績及び見込み】（上段：計画／下段：実績） 
 

サービス名 単位 

第４次計画期間の実績 第５次期間の見込 

27 年度 28 年度 
29 年度 
（見込） 

30 年度 31 年度 32 年度 

共同生活援助 
（グループホーム） 

計画 
人/月 

４４ ４６ ４８ ５５ ５７ ６０ 

実績 ４４ ４６ ４８    

施設入所支援 
計画 

人/月 
３８ ４０ ４２ ３２ ３１ ３１ 

実績 ３６ ３３ ３２    

自立生活援助 
【 新  設 】 

計画 
人/月 

－ － － １ １ １ 

実績 － － －    

 

【サービス内容】 
 

サービス名 内      容 障害支援区分 

共同生活援助 

（グループホーム） 

障がいのある方に対して、主に夜間において、共同生活を営む

住居で相談や入浴・排せつ又は食事の介護、その他の日常生活

上の援助を行います。このサービスは、孤立の防止、生活への

不安の軽減なども期待されます。 

－ 

施設入所支援 

施設に入所する障がいのある方に対して、主に夜間において、

入浴・排せつ・食事等の介護、生活等に関する相談・助言のほ

か、必要な日常生活上の支援を行います。 

区分４以上 

※50 歳以上の方は 

区分３以上 

自立生活援助 

【新 設】 

施設入所支援や共同生活援助（グループホーム）等から、賃貸

住宅等で一人暮らしを希望する障がいのある方に対し、一定の

期間、定期的に居宅を訪問し、生活状況の確認を行うとともに、

必要な助言や医療機関等との連絡調整を行います。利用者から

の相談・要請がある場合は随時の対応も行います。 

－ 

 

【サービス見込量確保のための方策】 

障がい者の重度化・高齢化に対応するため、「栗山町ふるさと福祉基金」助成事業により、

町内グループホームの居住環境改善の取組を支援するとともに、「広域基幹相談支援センター」

の設置等により、各施設の空き情報の把握・提供を適切に行うなど、サービス利用に向けた相

談支援体制の充実を図ります。新たに創設された「自立生活援助」については、サービスを担

う事業者の新規開設を促し、必要なサービス提供体制の確保に努めます。 
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③ 日中活動系サービス                               

【利用実績及び見込み】（上段：計画／下段：実績） 
 

サービス名 単位 
第４次計画期間の実績 第５次期間の見込 

27 年度 28 年度 
29 年度 
（見込） 

30 年度 31 年度 32 年度 

生 活 介 護 

計画 
人/月 ５７ ５７ ５７ ５５ ５５ ５５ 

日/月 １,２５４ １,２５４ １,２５４ １,１５０ １,１５０ １,１５０ 

実績 
人/月 ５７ ５５ ５５    

日/月 １,１４０ １,０８１ １,１２４    

療 養 介 護 
計画 人/月 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

実績 人/月 ２ １ １    

自 立 訓 練 

（機能訓練） 

計画 
人/月 １ １ １ １ １ １ 

日/月 ２２ ２２ ２２ １０ １０ １０ 

実績 
人/月 ０ ０ ０    

日/月 ０ ０ ０    

自 立 訓 練 

（生活訓練） 

計画 
人/月 １ １ １ １ １ １ 

日/月 ２２ ２２ ２２ １０ １０ １０ 

実績 
人/月 ０ ０ ０    

日/月 ０ ０ ０    

宿泊型自立訓練 

計画 
人/月 １ １ １ １ １ １ 

日/月 ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

実績 
人/月 ０ ０ ０    

日/月 ０ ０ ０    

就労移行支援 

計画 
人/月 ３ ４ ３ ３ ３ ３ 

日/月 ６６ ８８ ６６ ６６ ６６ ６６ 

実績 
人/月 ４ ３ ２    

日/月 ６２ ３７ ２４    

就労継続支援 

( Ａ 型 ) 

計画 
人/月 ３ ３ ３ １０ １１ １２ 

日/月 ６６ ６６ ６６ ２００ ２２０ ２４０ 

実績 
人/月 ５ ７ １０    

日/月 ９６ １２３ １９０    

就労継続支援 

( Ｂ 型 ) 

計画 
人/月 ６６ ６８ ７０ ７２ ７５ ７８ 

日/月 １,４２８ １,４７１ １,５１４ １,４４０ １,５００ １,５６０ 

実績 
人/月 ６７ ６５ ６８    

日/月 １,３３０ １,３２６ １,３８０    

就労定着支援 

【 新  設 】 

計画 人/月 － － － １ ２ ２ 

実績 人/月 － － －    

短 期 入 所 

（ショートステイ） 

計画 
人/月 １１ １１ １１ ８ ８ ８ 

日/月 １１０ １１０ １１０ ５０ ５０ ５０ 

実績 
人/月 ５ ５ ５    

日/月 ３７ ３２ ２６    
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【サービス内容】 
 

サービス名 内      容 障害支援区分 

生活介護 

常に介護を必要とする方に対して、主に昼間において、入浴・排

せつ・食事等の介護や、生活等に関する相談・助言その他の必要

な日常生活上の支援、創作的活動・生産活動の機会の提供のほか、

身体機能や生活能力の向上のために必要な援助を行います。 

区分３以上 

※50 歳以上の場合は、

区分２以上 

療養介護 

医療的ケアを必要とする障がいのある方のうち常に介護を必要と

する方に対して、主に昼間において病院で行われる機能訓練、療

養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び日常生活上

の世話を行います。また、療養介護のうち医療にかかわるものを

療養介護医療として提供します。 

区分５以上 

※1・※２ 

自立訓練 

(機能訓練) 

身体障がいのある方又は難病を患っている方などに対して、障が

い福祉サービス事業所又は障がいのある方の居宅において、理学

療法、作業療法、その他の必要なリハビリテーションを行うとと

もに、生活等に関する相談及び助言などの支援を行います。 

－ 

自立訓練 

(生活訓練) 

知的障がい又は精神障がいのある方に対して、障がい福祉サービ

ス事業所又は障がいのある方の居宅において、入浴・排せつ・食

事など、自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等に関

する相談及び助言などの支援を行います。 

－ 

宿泊型自立訓練 

知的障がい又は精神障がいのある方に対して、居室その他の設備

を利用させるとともに、家事等の日常生活能力を向上するために

支援、生活等に関する相談・助言などの必要な支援を行います。 

－ 

就労移行支援 

就労を希望する６５歳未満の障がいのある方に対して、生産活動

や職場体験などの機会の提供を通し、就労に必要な知識や能力の

向上のために必要な訓練、就労に関する相談や支援を行います。 

（利用者の年齢等に応じて就労アセスメントも実施します。） 

－ 

就労継続支援 

Ａ型（雇用型） 

企業等に就労することが困難な障がいのある方に対して、雇用契

約に基づく生産活動の機会の提供、知識および能力の向上のため

に必要な訓練を行います。 

－ 

就労継続支援 

Ｂ型（非雇用型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な就労経験のある障がいの

ある方に対し、生産活動などの機会の提供、知識および能力の向

上のために必要な訓練などを行います。 

 

  － 

就労定着支援 

【新 設】 

一般就労に移行した障がい者に対して相談支援を行い、就労に伴

う環境変化により生じている生活課題を把握するとともに、事業

所・家族との連絡調整・課題解決等の援助を一定期間提供します。 

－ 

短期入所 

(ショートステイ） 

自宅で介護者が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で入

浴・排せつ・食事の介護等を行います。障がい者支援施設等で実

施している福祉型と、病院等で実施している医療型があります。  

区分１以上 

 

※１ 筋ジストロフィー患者又は重症心身障がい者であって、障害支援区分が区分５以上の者 

※２ 筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者等気管切開を伴う人口呼吸器による呼吸管理を行っている者であって、障害 

支援区分が区分６の者 
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【サービス見込量確保のための方策】 

 増加傾向にある精神障がい者（発達障がい含む）への対応を含め、「広域基幹相談支援セン

ター」の設置等による相談支援体制の充実を図るとともに、精神障がい者等への通所交通費助

成の実施や、難病患者等への制度・サービス情報の周知徹底を図るなど、障がい当事者の課題

やニーズに沿った適切なサービス利用を推進します。 

また、「栗山町ふるさと福祉基金」助成事業により、各事業所による作業工賃向上等を目指

した取組を積極的に支援（助成）し、障がい者の就労環境の向上を図ります。 

新たに創設されたサービス「就労定着支援」については、近隣市町の就労移行支援事業所等

と連携し、必要なサービス提供体制の確保に努めます。 
 
 

④ 相談支援                                    

【利用実績及び見込み】 
 

サービス名 単位 
実績 第５次期間の見込 

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

計画相談支援 
計画 

実利用者 
１４４ １５５ １５７ １６０ 

実績 １５１    

地域移行支援 
計画 

実利用者 
１ １ １ １ 

実績 ０    

地域定着支援 
計画 

実利用者 
１ １ １ １ 

実績 ０    

 
【サービス内容】 
 

サービス名 内      容 

計画相談支援 
障がい福祉サービス又は地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）を利用する方の

目標や行動予定等を反映する「サービス等利用計画」を作成するとともに、サービス提

供事業者との連絡・調整と、一定期間ごとのモニタリングを行います。 

地域移行支援 
施設入所や精神科病院に入院等をしている当事者に対して、住居の確保や、地域生活へ

の移行に向けた相談対応、外出時の同行、障がい福祉サービスの体験的な利用支援など、

必要な支援を行います。 

地域定着支援 
居宅でひとり暮しをしている人や、家庭の状況等により同居している家族による支援を

受けられない人に対して、常時の連絡体制を確保し、緊急時における連絡・相談などの

支援を行います。 

 
【サービス見込量確保のための方策】 

「栗山町ふるさと福祉基金」助成事業の活用等により、町内における指定相談支援事業所（特

定・一般）の新設を目指すとともに、「広域基幹相談支援センター」との連携により相談支援

専門員の活動を支援するなど、総合的・専門的な相談支援体制の充実を図ります。また、栗山

町障がい者自立支援協議会等において、相談支援事業者相互の情報交換・連絡調整の機会充実

に努め、障がい当事者が安心して相談できる環境づくりに努めます。地域移行支援・地域定着

支援については、南空知圏域内の指定一般相談支援事業所と連携し、地域生活を希望する当事

者への適切な支援ができる体制を確保します。 
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地域生活支援事業                                           

 

（１）市町村地域生活支援事業の概要  
 

【必須事業】 

① 理解促進研修・啓発事業 

    障がい者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」をなくすために、

障がい者等への理解を深めるための研修・啓発事業を通じた、地域住民への働きかけ

を強化します。 

  

② 自発的活動支援事業 

    障がい者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障がい者等、

その家族、地域住民等による地域における自発的な活動を支援します。 

    （ピアサポート事業、孤立防止活動支援、社会活動支援、ボランティア活動支援等） 

 

③ 相談支援事業 

    障がい児（者）の保護者などからの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言等の支援 

    を行います。また、基幹相談支援センター等機能強化事業として、専門的職員（社会 

    福祉士、精神保健福祉士等）が指導、助言等の支援を行う体制を確保します。 

 

 ④ 成年後見制度利用支援事業 

障がいのために判断能力が十分でない方に対し、日常生活で必要な金銭面の判断や、 

各制度やサービスの利用等が適切に行われるよう、成年後見制度（後見人・保佐人・ 

補助人による意思決定支援）の利用を支援します。 

 

 ⑤ 成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行なうことができる法人を確保できる体 

制を整備し、市民後見人の活用を含めた法人後見の活動を支援することで、障がい者 

の権利擁護の推進を図ります。 

 

⑥ 意思疎通支援事業（手話通訳者派遣事業の実施） 

北海道ろうあ連盟と契約し、町保健福祉課が窓口となり手話通訳者の派遣事業を行い 

ます。また、各種団体事業等で手話通訳が必要な場合には、「くりやま手話の会」にお 

いて協力・支援できる体制を確保します。 

 

 ⑦ 移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がいのある方について、社会生活上必要な外出のための支援 

を行います。 

２  
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 ⑧ 地域活動支援センター事業 

    近隣市町との共同委託により、北海道社会福祉事業団福祉村において地域活動支援セ

ンターを運営し、機能訓練・社会適応訓練の実施や入浴等のサービスを行うなど、就

労が困難な障がい者の日中活動支援を行います。 
 

 ⑨ 日常生活用具給付事業 

    障がいのある方の日常生活上の便宜を図るため、６区分４１種目の用具を給付します。 

区    分 内     容 種目数 

介 護 ・ 訓練 支 援用 具 
障がいのある方の身体介護を支援する用具や、障がい

のある児童が訓練に使用する椅子などの訓練支援用具 
８種目 

在 宅 療 養等 支 援用 具 
電気式たん吸引機や盲人用体温計などの、障がいのあ

る方の在宅療養等を支援する用具 
６種目 

情報・意思疎通支援用具 
点字器や人工喉頭などの、障がいのある方の情報収集、

情報伝達や意思疎通等を支援する用具 
１３種目 

排 泄 管 理 支 援 用 具 
ストマ用装具などの障がいのある方の排泄管理を支援

する衛生用品 
２種目 

住 宅 改 修 費 
障がいのある方の居住生活等を円滑にする用具で、 

設置に小規模な住宅改修を伴うもの 
１種目 

自 立 生 活 支 援 用 具 
障がいのある方の入浴補助用具や聴覚障がい者用室内信号装

置など、入浴、食事、移動などの自立生活を支援する用具 
１１種目 

 

⑩ 手話奉仕員養成研修事業 

    「くりやま手話の会」との連携により、聴覚障がい者との日常会話程度の意思疎通を 

行うために必要な手話表現技術等を習得する、手話奉仕員の養成研修を開催します。 

 

【任意事業】 

① 日中一時支援事業 

障がいのある方の家族の理由により、一時的に事業所に通所し、障がいのある方の日 

中における活動の場を確保するとともに、食事や入浴の介助等を行います。 
 

 ② スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 

    町内の障がいのある方の相互交流の場となっている 「ふれあいレクリエーション」

事業を支援（助成）をします。 
 

③ 点字・声の広報等発行事業 

栗山リーディングサービス「とらいあんぐる」が実施する『声の広報』発行に係る 

費用を助成します。 
 

④ 自動車運転免許取得・改造費助成事業 

自動車運転免許の取得及び自動車の改造に要する費用の一部を助成します。 

 



- 31 - 

 

（２）サービスの供給見込量  
 
【地域生活支援事業利用実績及び見込み】 
 

サービス名 単位 

第４次計画期間の実績 第５次期間の見込 

27 年度 28 年度 
29 年度 
見込 30 年度 31 年度 32 年度 

理解促進研修・ 

啓発事業 

計画 
実施回数 

－ － － ２ ２ ２ 

実績 － － －    

自発的活動支援

事業 

計画 
箇所/年 

－ － － １ １ １ 

実績 － － －    

相談支援事業 

（一般・基幹相談） 

計画 
箇所/年 

１ １ １ ２ ３ ３ 

実績 １ １ １    

成年後見制度 

利用支援事業 

計画 
実利用者 

１ １ １ １ ２ ２ 

実績 ０ １ ０    

成年後見制度 

法人後見支援事業 

計画 
箇所/年 

１ １ １ １ １ １ 

実績 ０ ０ ０    

コミュニケーション 

支援事業 

計画 
実利用者 

２ ２ ２ ２ ２ ２ 

実績 １ １ １    

移動支援事業 

計画 
実利用者 １１ １１ １１ １３ １５ １８ 

時間/月 ７４ ７４ ７４ ５５ ６５ ８０ 

実績 
実利用者 １１ １３ １３    

時間/月 ５１ ５５ ５５    

地域活動支援 

センター 

計画 
箇所/月 １ １ １ １ １ １ 

人/月 １ １ １ ２ ２ ２ 

実績 
箇所/月 １ １ １    

人/月 １ １ １    

日常生活用具 

給付事業 

計画 
人/年 ４５ ４７ ４９ ３５ ３７ ４０ 

件数/年 １９５ １９７ １９９ １５５ １６０ １６５ 

実績 
人/年 ３２ ３５ ３５    

件数/年 １５３ １５２ １５５    

日中一時支援 

事業 

計画 人/月 １０ １０ １０ １０ １０ １０ 

実績 人/月 ７ ７ ７    

手話通訳奉仕員

養成講座事業 

計画 
回数/年 － － － ０ １ １ 

人数/年 － － － ０ ５ ５ 

実績 
回数/年 － － －    

人数/年 － － －    

 

【サービス見込量確保のための方策】 

理解促進研修・啓発事業については、町広報等の媒体を活用した情報発信のほか、町社会福

祉協議会と連携し、児童生徒の福祉体験・教育事業を実施します。移動支援事業については、

高齢者福祉分野と連携し、ニーズが高まっている車両移送サービスの検討を進めます。また、

平成 31～32 年度の２カ年で手話通訳奉仕員の養成講座（入門編・基礎編）を実施します。 
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（１）基本目標（成果目標） 
 
【障がい児支援の提供体制の整備等】 
 

項  目 
道障がい福祉 
計画目標 

町目標値 備   考 

児童発達支援センター 

の設置数 

圏域に１カ所 

設置（広域） 

圏域に１カ所 

設置（広域） 

道計画における目標のとおり、障がい福

祉圏域（南空知）ごとに設置 

（町単独設置を目標としない） 

保育所等訪問支援を 

利用できる事業所数 

圏域に１カ所 

設置（広域） 
町内１ヵ所 

本町においては「栗山町子ども発達サポ

ートセンター」でサービス提供可能 

主に重症心身障がい児を

支援する児童発達支援事

業所の確保 

圏域に１カ所 

設置（広域） 

圏域に１カ所 

設置（広域） 

道計画における目標のとおり、障がい福

祉圏域（南空知）ごとの設置に協力 

（町単独設置を目標としない） 

主に重症心身障がい児を

支援する放課後等デイサ

ービスの確保 

圏域に１カ所 

設置（広域） 

圏域に１カ所 

設置（広域） 

道計画における目標のとおり、障がい福

祉圏域（南空知）ごとに設置 

（町単独設置を目標としない） 

医療的ケア児支援のため

の関係機関協議の場 

医療的ケア児 

が在住する市

町村で設置 

設置 

人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの

吸引や経管栄養などの医療的ケアが必

要な児童への支援体制の整備に向けて、

関係者による研修･協議の場を設けます。 

 

（２）サービスの供給見込量  
 

【利用実績及び見込み】（上段：計画／下段：実績） 
 

サービス名 単 位 

第４次計画期間の実績 第５次計画期間の見込 

27 年度 28 年度 
29 年度 
（見込） 

30 年度 31 年度 32 年度 

児童発達支援 
計画 

実利用者 
２８ ２８ ２８ ３６ ３７ ３８ 

実績 ３０ ３５ ３６    

放課後等 

デイサービス 

計画 
実利用者 

７ ８ ８ ２２ ２４ ２６ 

実績 １０ １８ １８    

保育所等 

訪問支援 

計画 
実利用者 

３ ３ ３ ３ ３ ３ 

実績 ６ ３ ２    

医療型 

児童発達支援 

計画 
実利用者 

- - - - - - 

実績 - - -    

障害児相談支援 
計画 

実利用者 
３５ ３６ ３６ ５８ ６１ ６４ 

実績 ４３ ５２ ５４    

 

第６章 児童通所サービスの展開 
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※参考／利用時間数（月平均） 

  27 年度 28 年度 29 年度（見込） 

児童発達支援 ５３時間 ６９時間 ６６時間 

放課後等デイサービス ２０時間 ３２時間 ６６時間 

 

【サービス内容】 
 

サービス名 内      容 

児童発達支援 
障がい児や発達に遅れのある児童に対して、日常生活における基本的な動作の指

導や、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの療育サービスを提供します。 

放課後等 

デイサービス 

在学中の障がい児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力

向上のための訓練等を継続的に提供することにより、障がい児の自立を促進する

とともに、放課後等の居場所づくりを行います。 

保育所等 

訪問支援 

保育所等における集団生活への適応のための専門的な支援を必要とする児童を対

象に、身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じ、訪問による効果

的な支援を行います。 

医療型 

児童発達支援 

未就学児に対して、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集

団生活への適応訓練等を行うとともに、身体の状況により、治療も行います。 

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医学的管理下での支援が必要と認

められた児童が対象です。 

障害児相談支援 

児童通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービスなど）利用を希望する方を

対象に、支援利用計画の作成や、通所支援開始後、一定期間ごとのモニタリング、

事業所情報の提供などの支援を行います。 

 

【サービス見込量確保のための方策】 

「栗山町子ども発達サポートセンター」が支援拠点となり、引き続き、保健分野等と連携し

た早期発見・早期療育の取組を進めるとともに、「栗山町ふるさと福祉基金」 助成事業の活用

により、民間事業者による児童通所事業所の開設や、療育環境の充実に向けた取組を積極的に

支援することで、近年のニーズ増加に対応できる支援体制を確保します。 

また、子ども発達療育支援事業を継続実施し、利用世帯の経済的負担の軽減を図ります。 
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資料１ 計画策定組織及び策定経過について 

 

栗山町障がい者自立支援協議会 委員名簿 
（兼 障がい者福祉計画策定委員会）  

 
 団  体  名 氏    名 備 考 

1 栗山町身体障害者福祉協会 会長 吉
よし

 田
だ

  輝
てる

 雄
お

  

2 よつば会 会長 中
なか

 井
い

  礼
のり

 子
こ

 副会長 

3 ＮＰＯ法人栗山町手をつなぐ育成会 理事長 坂
さか

 本
もと

    武
たけし

  

4 栗山町ことばを育てる親の会 会長 山
やま

 本
もと

  光
みつ

 子
こ

  

5 ハローＥＮＪＯＹ 施設長 田
た

 中
なか

  秀
ひで

 典
のり

 会 長 

6 
ワークハウスひだまり 

らしんばん（相談支援事業所）管理者 中
なか

 村
むら

  久
ひさ

 子
こ

  

7 ㈱日東総業（居宅介護事業所）総務部長 高
たか

 田
だ

  裕
ひろ

 章
あき

  

8 ㈱元気な介護（居宅介護事業所） 課長 石
いし

 岡
おか

    洋
ひろし

  

9 プロケアすばる（居宅介護事業所）事業管理者 越
えち

 前
ぜん

 谷
や

   亘
わたる

  

10 
ＮＰＯ法人ハッピータウン 

（共同生活援助事業所）理事 
今
いま

 井
い

    晃
あきら

  

11 りら（相談支援事業所）センター長 元
もと

 井
い

  昭
あき

 紀
のり

  

12 地域生活支援センターあ～ち 

（広域相談支援体制整備事業受託事業所） 

空知・地域づくりコーディネーター 

渡
わた

 辺
なべ

  松
まつ

 伸
のぶ

 地域づくり 

コーディ 

ネーター 13 坂
さか

 下
した

    慎
まこと

 

 

事務局 

事  務  局 氏     名 

保健福祉課長 秦
はた

 野
の

  加寿彦
か ず ひ こ

 

保健福祉課主幹（福祉・子育て担当） 小野寺
お の で ら

   さゆり 

保健福祉課福祉・子育てグループ主査 出
で

 南
みなみ

    力
りき

 

保健福祉課福祉・子育てグループ 日
ひ

 野
の

   琴
こと

 絵
え

 

保健福祉課福祉・子育てグループ 坂
さか

 口
ぐち

  潤
じゅん

 子
こ
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第５次障がい者福祉計画の策定経過 

 
【平成２８年度】 

Ｈ28年 12 月 26 日 

第２回 栗山町障がい者自立支援協議会 

第５次障がい者福祉計画策定に向けた研修会及び意見交換① 

「地域の相談支援体制の充実に向けて」 

（空知・地域づくりコーディネーター 渡辺氏） 

Ｈ29年 3月 16 日 

第３回 栗山町障がい者自立支援協議会 

第５次障がい者福祉計画策定に向けた研修会及び意見交換② 

   「地域の就労支援体制の充実に向けて」 

    （空知しょうがい者就業・生活支援センター 西村センター長） 

 

【平成２９年度】 

Ｈ29年 8月 24 日 

第４回 栗山町障がい者自立支援協議会（第１回策定委員会） 

○栗山町障がい者福祉計画の概要について 

    ○策定スケジュールについて 

    ○相談支援体制等の充実に向けて 

    ○新たな基金（助成）事業の創設に向けて 

    ○第４次計画の検証（取組状況等）について 

Ｈ29年 9月 29 日 

    ～10 月 5日 

各事業所及び関係団体からの意見聴取（５団体・６事業所） 

○町福祉施策、障がい福祉サービスの種類・内容等について 

○各事業所における事業展開予定について 

○各事業所及び各団体の課題、町への要望事項等について 

Ｈ29年 12 月 1日 

第５回 栗山町障がい者自立支援協議会（第２回策定委員会） 

＜計画案に基づく協議＞ 

○計画の基本的な考え方について 

    ○栗山町の障がい者の現状について 

    ○計画推進の理念・目標について 

    ○障がい者福祉施策の展開について 

Ｈ29年 12 月 22 日 

第６回 栗山町障がい者自立支援協議会（第３回策定委員会） 

＜計画案に基づく協議＞ 

○計画の基本的な考え方について 

    ○栗山町の障がい者の現状について 

    ○計画推進の理念・目標について 

    ○障がい者福祉施策の展開について 

Ｈ30年 2月 14 日 

    ～2 月 26 日 
計画案に対する意見公募（パブリック・コメント） 

Ｈ30年 2月 27 日 自立支援協議会委員（策定委員）への報告（計画最終案） 
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資料２ 難病（特定疾患）の用語解説 

 

１）国指定疾患                           

 疾 患 名 概要・症状等 

球脊髄性筋委縮症 
脳の一部や脊髄の運動神経細胞の障がいにより、発語をしたり、飲み込んだりするときに

使う筋肉や舌の筋肉、さらには手足の筋肉が萎縮（やせること）する病気。 

筋萎縮性側索硬化症 

筋肉そのものの病気ではなく、筋肉を動かし、かつ運動をつかさどる神経（運動ニューロ

ン）だけが障がいをうけ、脳から「手足を動かせ」という命令が伝わらなくなることによ

り、力が弱くなり、手足・のど・舌の筋肉や呼吸に必要な筋肉がだんだんやせて力がなく

なっていく病気。 

進行性核上性麻痺 
脳の中の大脳基底核、脳幹、小脳といった部位の神経細胞が減少し、転びやすくなったり、

下方を見ることがしにくい、話しにくい、飲み込みにくいといった症状がみられる疾患。 

パーキンソン病 

関連疾患 

四大症状は（１）安静時のふるえ、（２）筋強剛（筋固縮）、（３）動作緩慢、（４）姿勢反

射障がいです。このほか（５）同時に二つの動作をする能力が低下し、（６）自由な速さの

リズムが作れなくなる。など、動作が遅いのみならず、動きそのものが少なくなる。 

重症筋無力症 

末梢神経と筋肉の接ぎ目（神経筋接合部）において、脳の命令によって神経側から遊離さ

れる神経伝達物質（アセチルコリン）の筋肉側の受け皿（アセチルコリン受容体）が自己

抗体により攻撃される自己免疫疾患。 

多発性硬化症／視神経

脊髄炎 

中枢神経系の脱髄疾患の一つで、神経細胞から出る細い電線のような神経の線を被ってい

る髄鞘が壊れて中の神経がむき出しになる病気。視神経と脊髄だけではなく、脳にも病変

を呈する場合や、脊髄もしくは視神経だけに病変が出る場合など様々なパターンがある。 

多系統萎縮症 

・線条体黒質変性症（筋固縮、無動（動作緩慢、動作の減少）、姿勢反射障がいなどのパー 

キンソニズムが中心で、安静時振戦は少ない。） 

・オリーブ橋小脳委縮症（中年以降に発病する弧発性疾患で、遺伝性はない。小脳性運動

失調が前景に現れ、経過とともにパーキンソニズム、自律神経症状を呈する。） 

・シャイ・ドレガー症候群（自律神経症状が主要な症状であり、それに加えて小脳性運動

失調、錐体外路症状としてのパーキンソン症状などを現わします。自律神経症状として

は、起立性低血圧、発汗異常、排尿障がい、インポテンス、便秘などをきたす。初発症

状としては、陰萎、排尿障がい、起立性低血圧など） 

脊髄小脳変性症（多系統

委縮症を除く。） 

歩行時のふらつきや、手の震え、ろれつが回らない等を症状とする神経の病気。動かすこ

とは出来るのに、上手に動かすことが出来ないという症状で、主に後頭部の下側にある小

脳の一部が病気になったときに現れる。 

もやもや病(ウィリス動

脈輪閉鎖症) 

日本人に多発する原因不明の進行性脳血管閉塞症であり、脳血管撮影検査で両側の内頚動

脈終末部に狭窄ないしは閉塞とその周囲に異常血管網を認める。無症状（偶然発見）のも

のから一過性ないしは固定性の神経症状を呈するものまで症状は軽重・多岐にわたる。 

アミロイドーシス 

アミロイドと呼ばれるナイロンに似た線維状の異常蛋白質が全身の様々な臓器に沈着し、

機能障がいをおこす病気の総称で、複数の臓器にアミロイドが沈着する全身性のものと、

ある臓器に限局してアミロイドが沈着する限局性のものに分けられる。 

神経線維腫症 

・神経線維種症Ⅰ型（レックリングハウゼン病）皮膚にできる色素斑（しみ）、皮膚の神経

線維腫、目、骨の病変。神経線維腫は、皮膚や、皮膚より下の組織にできる良性腫瘍で、

神経性の細胞や線維性の組織、非常に細い血管などからできており、生まれたときには

なく、思春期頃から少しずつできてくる。 

・神経線維種症Ⅱ型（各種の中枢神経腫瘍が生じ、最も多い腫瘍は神経鞘腫で、聴神経鞘

腫はほとんどの方に、脊髄神経鞘腫も多くの方に見られ、三叉神経鞘腫もしばしば伴う。） 
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天疱瘡 
自分の上皮細胞を接着させる分子に対する抗体により、皮膚や粘膜に水疱（みずぶくれ）

やびらんを生じる自己免疫性水疱症。 

膿疱性乾癬 

「乾癬（かんせん）」という皮膚病の中で、発熱や皮膚の発赤などとともに「膿疱（のうほ

う～皮膚に膿がたまったもの）」がたくさん出現する病型を「膿疱性乾癬」と呼び、皮疹は

体の一部（手足など）に限局する場合や、全身に出現することもあり、全身に出現する場

合には「汎発性膿疱性乾癬」と呼ばれ、症状が重くなる。 

顕微鏡的多発血管炎 

腎臓、肺、皮膚、神経などの臓器に分布する小型血管（顕微鏡で観察できる太さの細小動・

静脈や毛細血管）の血管壁に炎症をおこし、出血したり血栓を形成したりするために、臓

器・組織に血流障がいや壊死がおこり臓器機能が損なわれる病気。 

悪性関節リウマチ 

全身血管炎型では既存の関節リウマチによる多発関節痛に、発熱(38℃以上)、体重減少を

伴って皮下結節、紫斑、筋痛、筋力低下、間質性肺炎、胸膜炎、多発単神経炎、消化管出

血、強膜炎などの全身の血管炎にもとづく症状がかなり急速に出現する。型動脈炎型では

皮膚の潰瘍，梗塞，又は四肢先端の壊死や壊疽を主症状とする。 

バージャー病 

四肢の末梢血管に閉塞をきたす疾患で、その結果、四肢や指趾の虚血症状（血液が十分供

給されないためにおこる組織の低酸素症状）が起こる病気で、手足の動脈が閉塞して、そ

の結果虚血症状がおこる。 

全身性エリテマトーデス 

全身のさまざまな場所に、皮膚に狼に噛まれた痕のような赤い紅斑が出来、発熱、全身倦

怠感などの炎症を思わせる症状と、関節、皮膚、内臓などのさまざまな症状が一度に、あ

るいは次々に多彩な症状を引き起こす。 

皮膚筋炎／多発性筋炎 

筋肉の炎症により、筋肉に力が入りにくくなったり、疲れやすくなったり、痛んだりする

病気。手指の関節背側の表面ががさがさとして盛り上がった紅斑（ゴットロン丘疹）、肘関

節や膝関節外側のがさがさした紅斑（ゴットロン徴候）、上眼瞼の腫れぼったい紅斑（ヘリ

オトロープ疹）などの特徴的な皮膚症状がみられたりする。皮膚や筋肉以外に肺に症状を

起こしやすい。 

強皮症 

強皮症には全身性強皮症と限局性強皮症があり、全身性強皮症は皮膚や内臓が硬くなる変

化（硬化あるいは線維化といいます）が特徴で、限局性強皮症は皮膚のみの病気で、内臓

を侵さない病気で、手足の腫れやこわばりがみられたり、皮膚に色素異常などがみられる。 

混合性結合組織病 

全身性エリテマトーデス（ＳＬＥ）様、強皮症様、多発性筋炎様の症状が混在し、かつ血

清中に抗 U1-RNP 抗体が高値で検出される病気で、手足の蒼白化、しびれ、関節炎、皮膚の

硬化、食道機能低下等がある。 

シェーグレン症候群 
涙腺と唾液腺を標的とする臓器特異的自己免疫疾患であり、全身の臓器病変を伴う全身性

の自己免疫疾患である。 

ベーチェット病 
口腔粘膜のアフタ性潰瘍、外陰部潰瘍、皮膚症状、眼症状の 4 つの症状を主症状とする慢

性再発性の全身性炎症性疾患。 

突発性心筋症 

（うっ血型） 

原因不明の心筋疾患であり、著しい心筋の肥大を形成する肥大型心筋症と心内腔の著明な

拡大と高度な収縮不全を呈する拡張型心筋症に大別される。左心不全による低心拍出状態

と肺うっ血や不整脈による症状を特徴とし、病期が進行すると両心不全による臨床症状を

きたす。 

再生不良性貧血 

血液中の白血球、赤血球、血小板のすべてが減少する疾患で、この状態を汎血球減少症と

呼びます。血球は骨髄で作られますが、骨髄組織は脂肪に置き換わることが多く、血球が

作られないために貧血症状、感染による発熱、出血などが起こる。 

特発性血小板減少性 

紫斑病 

血小板減少を来たす他の明らかな病気や薬剤の服薬がなく血小板数が減少し、出血しやす

くなる病気で、出血が止まりにくくなる。病気が起こってから６ヶ月以内に血小板数が正

常に回復する「急性型」は小児に多く、６ヶ月以上血小板減少が持続する「慢性型」は成

人に多い傾向にある。 
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原発性免疫不全症候群 

先天的に免疫系のいずれかの部分に欠陥がある疾患の総称で、感染に対する抵抗力が低下

する。重症感染のため重篤な肺炎、中耳炎、膿瘍、髄膜炎などを繰り返し、時に生命の危

険を生じることもあり、中耳炎の反復による難聴、肺感染の反復により気管支拡張症など

の後遺症を残すこともある。 

IgA 腎症 

検尿で血尿や蛋白尿を認め、腎臓の糸球体に免疫グロブリンの IgA という蛋白が沈着する

病気で多くは慢性の経過をたどります。進行すると腎機能が低下し、高血圧の合併や腎不

全に伴う症状がおこります。 

多発性嚢胞腎 
両方の腎臓にできた多発性の嚢胞が徐々に大きくなり、進行性に腎機能が低下する、頻度

の高い遺伝性腎疾患です。 

後縦靭帯骨化症 

脊椎椎体の後縁を上下に連結し、脊柱を縦走する後縦靭帯が骨化し増大した結果、脊髄の

入っている脊柱管が狭くなり、脊髄や脊髄から分枝する神経根が圧迫されて知覚障がいや

運動障がい等の神経障がいを引き起こす病気。骨化する脊椎のレベルによってそれぞれ頚

椎後縦靭帯骨化症、胸椎後縦靭帯骨化症、腰椎後縦靭帯骨化症と呼ばれる。 

特発性大腿骨頭壊死症 

大腿骨頭の一部が、血流の低下により壊死（骨が腐った状態ではなく、血が通わなくなっ

て骨組織が死んだ状態）に陥った状態。骨壊死が起こること（発生）と、痛みが出現する

こと（発症）、には時間的に差があり、骨壊死があるだけでは痛みはない。骨壊死に陥った

部分が潰れることにより、痛みが出現するため、骨壊死はあっても、生涯にわたり痛みを

きたさないこともある。 

下垂体性成長ホルモン

分泌亢進症 

額、鼻やあご、手足など体の先端が肥大する病気です。思春期までに発症すると巨人症に

なります。頭痛や高血圧、糖尿病、いびき、多汗などの症状を伴います。 

サルコイドーシス 

全身のいろいろな臓器（頻度が高いのは両側肺門リンパ節、肺、眼、皮膚、唾液腺、心臓、

神経、筋肉など）に、結核によく似た病巣を作る。罹患する臓器により、目のかすみ、視

力低下、咳、呼吸苦、色々な皮膚の発疹、不整脈など、肉芽腫が出来た臓器の障がいとし

て出現する。 

突発性間質性肺炎 

さまざまな原因から肺胞壁に炎症をおこし、壁が厚く硬くなり（線維化）、呼吸をしてもガ

ス交換ができにくくなる病気。肺病変ができていても多くは無症状で、乾性咳嗽と呼ばれ

る痰を伴わない空咳が初期症状。 

網膜色素変性症 

網膜に異常をきたす遺伝性、進行性の病気で、暗いところで物が見えにくくなったり（と

りめ、夜盲）、視野が狭くなったりするような症状が最初に起こり、病気の進行とともに視

力が低下する。 

原発性胆汁性肝硬変 

肝臓の中の小さな胆管が炎症により破壊されるため、胆汁が肝臓内に停滞し胆汁中の成分

であるビリルビンが血管内に逆流し、全身の組織に黄色いビリルビンが沈着し黄疸が生じ

る。肝臓では、炎症と停滞した胆汁により次第に肝細胞が破壊されて線維に置換され、徐々

に肝硬変へと進行する。 

自己免疫性肝炎 

慢性に経過する肝炎で肝細胞が障がいされます（血液検査にて AST や ALT が上昇します）。 

通常は自覚症状がないが、急性肝炎様に発症する際は、倦怠感、皮膚の黄染、食欲不振な

どの症状がみられる。 

クローン病 

主として若年者にみられ、口腔にはじまり肛門にいたるまでの消化管のどの部位にも炎症

や潰瘍（粘膜が欠損すること）が起こりえますが、小腸と大腸を中心として特に小腸末端

部が好発部位。非連続性の病変（病変と病変の間に正常部分が存在すること）を特徴とし、

それらの病変により腹痛や下痢、血便、体重減少などが生じる。 

潰瘍性大腸炎 

大腸の粘膜（最も内側の層）にびらんや潰瘍ができる大腸の炎症性疾患。特徴的な症状と

しては、下血を伴う又は伴わない下痢とよく起こる腹痛、病変は直腸から連続的に、そし

て上行性（口側）に広がる性質があり、最大で直腸から結腸全体に拡がる。 
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スタージ・ウェーバー 

症候群 

脳の表面を細かな血管が覆う軟膜血管腫と顔面の赤い痣、眼圧の上昇を特徴とする生まれ

つきの病気です。てんかん、発達障がい、運動麻痺、視力障がいなどの問題が生じる。 

一次性ネフローゼ 

症候群 

尿に蛋白がたくさん出てしまうために、血液中の蛋白が減り（低蛋白血症）、その結果、む

くみ（浮腫）が起こる疾患。糖尿病などの全身性疾患が原因でネフローゼ症候群をきたす

ものを二次性ネフローゼ症候群、明確な原因がないものを一次性ネフローゼ症候群と言う。 

肺胞蛋白症（自己免疫性

又は先天性） 

肺胞に蛋白様物質が貯留する病気。症状で最も多いのが、労作時呼吸困難（39％）、次い

で呼吸困難と咳の合併（11％）、咳のみ（10%）、呼吸困難と咳と痰（2％）である。まれ

な症状としては、体重減少や発熱などがみられる。 

ビタミンＤ抵抗性くる

病／骨軟化症 

別名で低リン血症性くる病・骨軟化症と呼ばれる疾患である。このうち、成長軟骨帯閉鎖

以前に発症するものをくる病と呼んでいる。くる病・骨軟化症は、骨石灰化障がいを特徴

とする疾患であり、ビタミン D抵抗性くる病では、O脚や X脚などの骨変形、成長障がい、

脊柱の湾曲などが生じる。 

 

 

 

２）道単独指定疾患 

 患 名 概要・症状等 

突発性難聴 
生来健康で耳の病気を経験したことのない人が、明らかな原因もなく、あるとき突然に通

常一側の耳が聞こえなくなる病気。 

難治性肝炎 
Ｂ型、Ｃ型などの肝炎ウイルスの持続的な感染に伴う肝炎、肝硬変と考えられ、ウイルス

の完全な除去は困難。 

特発性間質性肺炎（特

例） 

「呼吸」は吸った空気を、気道を介して肺の奥にある「肺胞」と呼ばれる部屋に運び、肺

胞の薄い壁の中を流れる毛細血管中の赤血球に山荘を与えると同時に、二酸化炭素を取り

出すガス交換をしています。間質性肺炎は、様々な原因からこの薄い肺胞壁に炎症をおこ

し、壁が厚く硬くなり、呼吸をしてもガス交換ができにくくなる病気。原因を特定できな

い間質性肺炎を「特発性間質性肺炎」という。 
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資料３ 身体障害者障害程度等級表 
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資料４ 第４次障がい者福祉計画の施策実施状況等について 

 

社会参加と地域支援体制の充実                     

（１）相談支援体制の構築  

○専門職員（社会福祉士、精神保健福祉士等）と連携した相談支援体制の充実 

 ○地域自立支援協議会の設置による関係者間のネットワークを構築 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①基幹相談支援セン

ターの設置 

保健師、社会福祉士、精神保健

福祉士、障がい者相談員による

相談・支援を推進します。 

・障がい福祉事務担当者が中心となり、一部、

専門職との連携により相談対応を行った。 

・さらなる専門的な相談支援体制が必要。 

②地域自立支援協議

会の設置 

基幹相談支援センターと連携

し、支援体制の推進を図ります。 
・H28.1.29 設置、H27～H28 年度で 3回開催。 

③成年後見制度の 

利用促進 

成年後見制度を利用することが

有用であると認められる知的障

がい者または精神障がい者に対

して、成年後見制度の利用を支

援し、権利擁護を図ります。 

・H28 年度 1 件の実績（成年後見人）。 

・普及啓発（研修会等）については、高齢者・

介護グループが、高齢者福祉分野に併せて 

実施している。 

 

（２）関係団体支援とネットワーク体制の強化  

○団体活動の支援 

○行政・地域・ボランティア団体の連携強化 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①障がい者福祉団体

への支援 

「栗山町身体障害者福祉協会」へ

の補助金助成、福祉活動への協力

を図ります。 

・平成 27 年度に、障害者手帳所持者に対する 

協会への入会案内送付の支援を行い、若干の 

新規入会につながった。 

②ボランティア連絡

協議会との連携 

栗山リーディングサービス「とら

いあんぐる」「くりやま手話の会」

との連携を図ります。 

・継続的に声の広報発行と、手話通訳者の派遣 

 を行った。 

 

（３）障がいのある方の自立の推進  

○町民の障がいに対する理解、共生している意識の形成 

○交流学習やボランティア教育を通じて共に学ぶ教育の推進 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①保育所・学校におけ

る障がい者福祉施

設への訪問 

私立保育園・小学校で、障がい者

福祉施設への訪問事業を実施し

ます。 

・保育園及び各小学校の活動の一環として、 

障がい者福祉施設を訪問。 

・障がいへの理解、差別・誤解の解消のため 

 今後も取組の充実が必要。 

１  
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②障がい者福祉制度 

ガイドブック発行 

障がい（身体･知的･精神）別に福

祉制度ガイドブックを作成し、手

帳交付時等に配付します。 

・継続実施。今後、さらなる充実のため、町内

及び近隣の事業所・団体情報等の掲載を行う

など見直しが必要。 

③ホームページ活用 

町ホームページの健康・福祉の障

がい者サービスに掲載し、情報提

供をします。 

・継続実施。②と併せて、掲載情報の精査と充

実が必要。 

 

（４）情報提供の充実  

○情報のバリアフリー促進 

○手話通訳者の派遣と視覚に障がいのある方へ定期的に情報提供 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①拡大読書器・助聴器

の貸出及び設置 

役場窓口に設置し、拡大読書器・

助聴器の貸出を行います。 

・貸出実績なし 

・機器老朽化等の現状を踏まえ、今後の更新

等を検討。 

②手話通訳派遣事業 
北海道ろうあ連盟に委託し、事業

実施を図ります。 
・現在利用者１名。通訳者の養成が必要。 

③声の広報による 

情報提供支援 

毎月、栗山リーディングサービス

「とらいあんぐる」が主体となり

声の広報による情報提供をしま

す。（町広報・議会だより） 

・継続実施。録音機老朽化のため、機器更新

が必要。 

 

（５）交流事業の充実  

○障がいのある方の交流の場づくり、互いの理解を深める機会の拡大 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①「ふれあいレクリエ

ーション」事業推進 

「ふれあいレクリエーション」事

業のバス借上料を助成します。 
・毎年度、継続的に実施した。 

②「ふれあい広場」 

開催への支援・協力 

町・ボランティア団体等が支援・

協力をします。 
・毎年度、継続的に実施した。 

③スポーツ・交流事

業の促進 

北海道身体障害者スポーツ振興協

会主催（道）の各種スポーツ大会

参加の促進を図ります。 

・空知地区スポーツ大会（夏季）に参加。 

・今後、さらに障がい児・者が、多様なスポ

ーツを体験する機会づくりが必要。 
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地域生活環境の整備                           

（１）住宅環境の整備  

○バリアフリー対策、住宅の確保、除雪対策の推進 

 ○社会福祉法人等民間の事業展開を支援し、共同住居等の整備の推進 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①バリアフリーの 

啓発推進 

日常生活用具給付等事業（住宅改

修）活用の啓発を図ります。 
・相談ケースに応じ、継続的に実施した。 

②公営住宅における

障がいのある方へ

の優先的入所 

バリアフリー対応の町営住宅は、

障がい者、高齢者の個々の状況に

応じた対応を図ります。 

・相談ケースに応じ、継続的に実施した。 

③除雪サービスの 

実施 

障がい者の除雪サービスの充実

を図ります。 

・利用実績無し。 

・対象要件の見直しを行うとともに、今後も

相談ケースに応じて随時対応する。 

④共同生活援助（グル

ープホーム）利用に

関する支援 

グループホームの利用相談・案内

等による支援を行います。 

・相談支援事業所等と連携し、随時、相談対

応を行った。 

 

（２）雇用・就労の支援  

○関係機関と連携した就労に関する相談体制の充実 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①就労相談窓口の 

充実  

空知しょうがい者就業・生活支援

センター「ひびき」等関係機関と

連携し、就労に関する相談体制の

充実を図ります。 

・随時、相談対応を行った。基幹相談支援セ

ンター機能の充実に併せて就労支援体制の

強化を図る必要がある。 

②障がい者就労施設

等からの物品等の

調達推進 

栗山町障がい者就労施設等から

の物品等の調達方針に基づき推

進します。 

・リサイクルセンター業務の一部委託を実施。 

・今後、役場各課に優先調達を積極的に働き

かけるなど、取組の充実が必要。 

③知的障がい者職親

委託制度の活用 

職親委託制度の効率的活用の工

夫と障がいのある方の雇用受入

職親の拡大と委託制度事業の活

用へ繋げます。 

・利用実績無し。 

・今後、事業実施の必要性も含め、抜本的な

見直しが必要。 

 

 

 

 

 

 

２  
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（３）保健・医療サービスの充実  

○健康相談、健診事後指導等の保健サービスの充実 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①健診体制の充実 
生活習慣病予防のための特定健診

等の充実を図ります。 

・健康推進グループと連携し、継続的に実 

施した。 

②定例健康相談・健診

事後指導の充実 

定例の健康相談、健診事後指導等の

保健サービスの充実を図ります。 

・健康推進グループと連携し、継続的に実 

施した。 

 

（４）移動・交通対策の充実  

○外出の支援による社会参加の促進等 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①福祉ハイヤー利用

料金助成事業 

下肢・体幹機能・視覚障がい１級又は２

級・重度の知的障がい者（児）、町内で人

工透析患療法を受けている腎機能障がい

を持つ人を対象に年２４枚（１枚初乗料

金）のチケットの助成を行います。 

・H28 年度実績 40 名 

・継続的に実施した。 

②移動支援事業 

室外での移動に困難な障がいのある方に、

外出のための支援を行うことにより、地域

での自立生活や社会参加を促します。 

・H28 年度実績 14 名 

・継続的に実施した。 

③特定疾患者等通院 

費助成 

特定疾患のため治療を要する人、及びこれ

らの介護者に対し、通院に要する交通費及

び介護に要する宿泊料の一部を助成しま

す。（助成額は公共交通機関換算の１/２） 

・H28 年度実績 39 名 

 （特定疾患 31、名人工透析 8 名） 

・継続的に実施した。 

 

（５）防犯・防災対策の充実  

○自動消火器・火災警報器等の日常生活用具の給付 

○緊急通報装置の設置促進 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①日常生活用具給付 

事業の実施 

日常生活用具を給付することにより、日常

生活の便宜を図ります。 

・H28 年度実績 48 件 
・継続的に実施した。 

②緊急通報装置の 

設置促進 

障がいのある方に対して、緊急時や急病時

に消防署への連絡が行われる緊急通報装

置の設置を促進します。 

・H28 年度実績  1 件 

・継続的に実施した。 

③避難行動要支援者

の避難誘導体制の

整備、推進 

避難行動要支援者の名簿登録と避難支援

関係者への情報提供の充実を図ります。 

・高齢者福祉分野と連携し、継続的に 

実施した。 

④電話サービスの 

利用促進 

障がいのある方に対して、電話サービス事

業による定期的な安否確認体制の推進を

図ります。 

・4名登録（町社会福祉協議会事業） 

・継続的に実施した。 
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療育・教育の充実                           

（１）妊娠期から乳児期の支援・相談体制の充実  

○母親教室や家庭訪問を通した健康に関する指導・啓発の推進 

 ○乳幼児健診や健康教育を通した子どもの発達と保護者の支援 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①母親教室などにおけ

る指導・啓発の推進 

母親教室・両親教室を実施し、 

指導啓発の推進を図ります。 

・健康推進グループと連携し、継続的に実 

施した。 

②乳幼児健診・健康教

育事業の充実 

乳幼児健診や健康相談等を通じ

て、子どもの発達状況の確認や保

護者への支援をします。 

・健康推進グループと連携し、継続的に実 

施した。 

 

（２）幼児期の支援体制の充実  

○発達の遅れに対しての早期発見・早期療育の推進 

 ○児童一人ひとりの特性、成長段階に応じた必要な療育支援の実施 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①子ども発達サポート

センター事業の充実 

発達のおくれの早期発見・早期療育を行い、

運動や遊びを通して基本的生活習慣指導及

び集団生活の適応訓練を提供し、子どもの

発達を支援します。 

・H28 年度実績 52 名（通所） 

・年々利用者が増加傾向にある中 

 保護者の就労ニーズ等にも対応 

 するため、民間事業所の設置促 

進など、療育環境の充実が必要。 

②子育て支援センター

事業の充実 

保護者の子育ての負担感等の緩和と子ども

達の健全な成長を図り、安心して子育てが

できる環境整備ときめ細やかな子育て支援

サービスを提供します。 

・H27 年 8 月より移設オープン 

・利用登録 320 名（H28 年度実績） 

・継続的に実施した。 

 

（３）学齢期の学校教育の充実  

○小中学校への特別支援教育支援員配置など教育環境の充実 

 ○福祉についての総合学習の機会確保 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①特別支援教育支援

員の配置など教育

環境の充実 

小中学校に特別支援教育支援員を配置し、教

育環境の充実を図ります。 

・栗小 4 名、角小 1名、 

 継小 2 名、栗中 1名 

・継続的に実施した。 

②総合学習における

福祉教育の実施 

小中学校での総合学習に福祉教育を実施し

ます。 

・小学校及び高校において福祉学

習（車椅子体験等）を実施。 

・さらなる学習機会の充実が必要。 

３  
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（４）保護者に対する支援・相談体制の整備  

○ニーズに応じた計画相談・指導を行える体制づくり 

 ○児童の療育・医療サービス利用の負担軽減 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①相談支援事業の 

実施 

児童通所支援を利用する前の相談、利用計画

の作成、モニタリングを実施し、必要に応じ

たサービス提供体制を整備します。 

・H28 年度実績 54 名対象 

・継続的に実施した。 

②栗山町子ども発

達・療育支援事業の

実施 

サポートセンター通所利用料、医療・療育セ

ンターに係る費用、つみき園（岩見沢市）通

園利用料の一部費用の助成をします。 

・H28 年度実績 54 名対象 

・継続的に実施したが、対象医療 

 機関の見直しが必要。 

 

（５）関係機関との連携体制の整備  

○個別の支援計画（栗っ子ファイル）等の引継ぎが円滑に行われるよう相互の連携を促進 

 ○早期からの教育相談・支援の充実 
 

主な取組 内  容 実施状況・今後の課題等 

①関係機関との連携 

要保護児童対策会議、就学指導連絡会、特別

支援教育推進協議会等、関係機関との連携を

図ります。 

・継続的に実施した。 

②療育研修会の開催 療育研修会を年１回実施します。 ・継続的に実施した。 
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第５次栗山町障がい者福祉計画 
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